
（1）基本方針
　県は、2050年に向けた「ぐんま５つのゼロ宣言」
の宣言２「温室効果ガス排出量ゼロ」、宣言３「災
害時の停電ゼロ」を実現するための取組として、
「水素社会の実現」を掲げています。2020（令和
２）年４月に県内初の水素ステーションが整備さ
れ、水素社会の実現が身近なものになりつつあり
ます。
　水素は、炭素分を含まず、二酸化炭素を排出し
ないという環境特性に加え、エネルギーキャリア
として再生可能エネルギー等を貯め、運び、利用
することができる特性（貯蔵性、可搬性、柔軟性）
を持っていることから、我が国のエネルギー安全
保障と温暖化対策の切り札として期待されていま
す。
　一方で、水素社会の実現のためには、更なる技
術開発、コスト低減、水素ステーションやパイプ
ラインといった水素供給のためのインフラ整備な
ど多くの課題があります。

（2）課題解決に必要な施策の方向性
　国は、2017（平成29）年12月に「水素基本戦
略」を示し、2019（平成31）年３月には「水素・
燃料電池ロードマップ」を改訂し、2019（令和元）
年９月には、同ロードマップに掲げる目標の達成
に向けて「水素・燃料電池技術開発戦略」を策定
しました。これらの国の施策に歩調を合わせて、
本県においても水素社会の実現に向けた取組を進
めます。

（3）水素社会の実現に向けて
　水素の利活用においては、家庭や業務・産業用
の燃料電池の導入促進に加え、運輸部門における
排出量の削減につなげるため、燃料電池自動車
（FCV）の普及も重要です。また、国の「グリー
ン成長戦略」は、水素を燃料とする燃料電池トラ
ック（FCトラック）の実証を進め、商用化を加
速させるとしています。
　県は、これらの動向に合わせた情報提供を行い、
運輸部門での水素利用を進めます。

　県企業局では、脱炭素社会の実現や再生可能エ
ネルギー電源の安定化のため、次世代のエネルギ
ーとして期待されている水素エネルギーの利活用
について、調査研究を実施します。
　2022（令和４）年度に「板倉ニュータウンに

おける地域マイクログリッド事業及び水素利活用
事業」としてプロポーザル方式による優先交渉者
を選定しました。グリーン水素を活用した水素利
活用事業について、2024（令和６）年度の運用
を目指し、設計、工事を進めます。

  第４節　水素の普及促進

１　　水素ステーションの導入促進　【グリーンイノベーション推進課】

２　　水素利活用実証事業　【（企）発電課】

〈主な指標と最新実績〉
水素ステーション設置数（2022［令和４］年度）： １か所

第１項　水素の利用促進
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